
                          

 

平成 22 年 10 月 28 日 

各  位 

東京都新宿区西新宿四丁目 15 番７号 

株 式 会 社 セ ル シ ス 

代 表 取 締 役 社 長  野 﨑  愼 也 

（コード番号：3829 名証セントレックス） 

問合せ先：取締役財務経理部長 伊藤 賢 

電話番号： 0 3 - 3 3 7 2 - 3 1 5 6 （代表） 

 

当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の基本方針の 

一部変更に関するお知らせ  

 

 

 当社は、本日付けで発表いたしました「東京証券取引所市場第二部上場承認に関するお知らせ」の

プレスリリースにおいてお知らせしましたとおり、当社株式の東京証券取引所市場第二部への上場承

認がなされたことを機に、株主・投資家の皆様に「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収

防衛策）の基本方針」（以下「本方針」といいます。）をより深くご理解いただくため、昨今の買収防

衛策に対する考え方等を踏まえて記載内容を充実させるとともに、法令改正等による所要の変更を行

うことを本日開催の当社取締役会において決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 本方針は、平成 18年 12 月 22 日開催の当社取締役会決議により、平成 19年１月 30日開催の当社第

16 回定時株主総会に付議し、同定時株主総会においてご承認いただき、その後継続してまいりました。 

 本方針は、平成 23年１月開催予定の当社第 20 回定時株主総会終了後に開催する当社取締役会の日

において有効期限を迎えますが、その期限到来に先立ち、当社は本日開催の当社取締役会において、

本方針の内容につきまして一部変更を決議いたしました。 

本方針の一部変更を決議した当社取締役会においては、社外監査役を含む当社監査役３名全員が出

席し、いずれの監査役も、本方針の具体的運用が適切に行われることを条件に、本方針の一部変更に

賛同する旨の意見を述べております。 

なお、平成 22 年４月 30 日現在の当社大株主の状況については別紙１に記載のとおりであり、さら

に、本方針の一部変更を決議いたしました平成 22 年 10 月 28 日現在、当社に対して特定の第三者か

ら具体的な買収提案を提示されている事実はございません。 

 

本方針の具体的内容につきましては以下のとおりです。 
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当社株式の大規模買付行為に関する対応策の基本方針 

 

Ⅰ．財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容について 

１．基本的な考え方 

当社取締役会は、大規模買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には、株主の皆様によ

ってなされるべきものと考えております。そして、大規模買付行為に際して、株主の皆様が大規

模買付行為を受け入れるか否かの判断を適切に行うためには、大規模買付者から一方的に提供さ

れる情報のみならず、現に当社の経営を担っている当社取締役会から提供される情報および当該

大規模買付行為に対する当社取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報が提供され、判断のた

めの合理的期間の確保をすることが不可欠であると考えております。 

 

以上の考え方に基づき、当社取締役会は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

ることを目的として、本方針の骨子に従った大規模買付ルールの導入を決議いたしました（以下、

当社取締役会で決議される当該具体的対応策を「大規模買付ルール」といいます。）。当社では、

大規模買付ルールの内容を適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社ホーム

ページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式を大規模に買付する場合には、当該

買付を行う者には遵守すべき手続があることおよび当社が差別的行使条件付新株予約権の無償割

当を実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の買収防衛策とします。 

大規模買付ルールは、株主の皆様に対し、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断

をするための必要かつ十分な情報と判断のための合理的期間を提供するものであり、当社企業価

値および株主共同利益の確保・向上に資するものであると考えております。 

 

２．大規模買付ルールの骨子 

（１）大規模買付ルールの概要 

当社取締役会が設定する大規模買付ルールは、(a)大規模買付者に対して、事前に当社取締役会

に対し、必要かつ十分な情報の提供を求め、(b)大規模買付行為につき、当社取締役会による一定

の評価期間を確保したうえで、株主の皆様に当社取締役会の事業計画や代替案等を提示したり、

大規模買付者との交渉・協議等を行っていくための手続を定めています。なお、大規模買付ルー

ルに関する手続きの流れをまとめたフローチャートは別添のとおりです。 

 

（２）対象となる買付等 

当社は、平成 22年１月 28 日開催の取締役会において、特定株主グループ（注１）の議決権割

合（注２）を 20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付行為、または結果とし

て特定株主グループの議決権割合が 20％以上となるような当社株券等の買付行為（何れも事前に

当社取締役会が同意したものを除きます。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」とい

い、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に関する対応方針を次のとおり決

定いたしました。 
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大規模買付ルールが対象とする買付等は、次の①または②に該当する買付またはこれに類似す

る行為とします。  

 ①当社が発行者である株券等について保有者の株券等保有割合が 20％以上となる買付  

 ②当社が発行者である株券等について公開買付に係る株券等の株券等所有割合およびその特別   

関係者の株券等所有割合の合計が 20％以上となる公開買付  

 

注１ 特定株主グループとは、当社の株券等（金融商品取引法第 27条の 23 第１項に規定する 

株券等をいいます。）の保有者（同法第 27条の 23第１項に規定する保有者をいい、同条第

３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。）およびその共同保有者（同法第 27 条の 23

第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含

みます。）、ならびに当社の株券等（同法第 27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）

の買付等（同法第 27条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所有価証券市場において

行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第 27条の２第７項に規

定する特別関係者をいいます。）を意味します。 

 

注２ 議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(a)特定株主グループ 

が当社の株券等（金融商品取引法第 27条の 23 第１項に規定する株券等をいいます。）の保

有者およびその共同保有者である場合の当該保有者の株券等保有割合（同法第 27 条の 23

第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保

有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）も計算上考慮される

ものとします。）または(b)特定株主グループが当社の株券等（同法第 27条の２第１項に規

定する株券等をいいます。）の大規模買付者およびその特別関係者である場合の当該大規模

買付者および当該特別関係者の株券等の保有割合（同法第 27条の２第８項に規定する株券

等保有割合をいいます。）の合計をいいます。各株券等保有割合の算定に当たっては、総議

決権（同法第 27条の２第８項に規定するものをいいます。）および発行済株式の総数（同

法第 27 条の 23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書お

よび自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものと

します。 

 

注３ 株券等とは、金融商品取引法第 27 条の 23第１項に規定する株券等を意味します。 

 

Ⅱ. 基本方針実現のための取組 

１．基本方針の実現に資する取組  

当社は、平成３年に設立以降、今日にいたるまで、コンピュータとグラフィックの融合する分

野で、パイオニアとなるべく、オリジナリティのある活動を追求してまいりました。     

 これまで、アニメ制作支援ソフトウェア「RETAS STUDIO」、マンガ制作ソフトウェア

「ComicStudio」等、アニメ・マンガ環境のデジタル化を推進してきた実績とノウハウをベースに、

グラフィックコンテンツ分野におけるトータルソリューションプロバイダーを目指しております。  

 今後も、コンテンツの制作・閲覧環境から、流通支援、そしてコンテンツを通じたコミュニケ

ーションまで、クリエイターの創作活動を IT 技術でトータルに支援し、日本が世界に誇るコンテ
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ンツ文化を活性化してまいりたいと考えております。  

 当社の持つ経営資源を有効に活用しながらこれらの事業を推進し、更なる業容拡大を実現する

ことで当社の企業価値、ひいては株主共同の利益を向上させ、様々なステークホルダーとの良好

な関係の維持・発展に努めてまいりたいと考えております。  

 また、コーポレートガバナンスの強化として、株主の皆様に対する当社取締役の責任をより一

層明確にするため、平成 22 年１月 28 日開催の第 19 回定時株主総会にて、取締役任期を２年から

１年に短縮する定款変更を決議いたしました。  

 

２．基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組  

（１）大規模買付ルール（買収防衛策）を導入する理由  

前述のとおり、当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社株

主の皆様が特定の者の大規模買付行為を受入れるか否かは、最終的には当社株主の皆様の判断に

委ねられるべきものであると考えます。また、当社株主の皆様が大規模買付行為に際して適切な

判断を行うためには、大規模買付者からの情報提供のみならず、当社取締役会を通じた必要十分

な情報の提供および大規模買付行為に対する当社取締役会の評価や意見等の提供が必要であると

考えます。 

 当社は、株主の皆様をはじめ多くのステークホルダーの下で企業活動を行っております。従い

まして、大規模買付者のみならず、当社取締役会の双方からの適切な情報が提供されることは、

株主の皆様が、重大な影響を持ちうる大規模買付行為に対して合理的な判断を行ううえで不可欠

なものと考えております。 

また、昨今の日本市場においては、当社の企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすような大規模買付行為がなされうる環境であることは否定できないと考えております。そ

のような環境の中で、当社は、大規模買付者による情報の提供、および当社取締役会における評

価・検討といったプロセスを確保する必要があると考えております。また、当社の企業価値や株

主共同の利益に対する明白な侵害と認められる場合には、当社取締役会は、当該大規模買付行為

に対する対抗措置を講じることが当社取締役としての責務であると考えております。  

 当社はこのような考え方に基づき、以下のとおり当社株式の大規模買付行為に対する対応策（大

規模買付ルール）を制定、導入いたしました。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場

合には、当社取締役会は最善の対抗措置を検討し実行する方針であります。 

なお、平成22年４月30日現在の当社大株主の状況については別紙１記載のとおりであります。

また、当社取締役会において本方針の一部変更を決議いたしました平成 22年 10 月 28 日現在、当

社に対して特定の第三者からの具体的な買収提案を提示されている事実はございません。 

 

（２）大規模買付ルールの内容  

大規模買付ルールとは、(a)大規模買付者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を

提供し、(b)それに基づいて当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を

開始するというものです。 

①意向表明書の提出 

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルールに

従う旨の意向表明書を提出していただきます。意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設
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立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先および提案する大規模買付行為の概要を明示していただき

ます。 

 ②大規模買付情報の提供 

大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会として

の意見形成のために十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます。）を提供していただきま

す。当社は、上述の意向表明書を受領後５営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべ

き大規模買付情報の項目の一覧を大規模買付者に交付します。大規模買付情報の主な項目は、次

のとおりです。なお、当社取締役会は、大規模買付者から提供していただいた大規模買付情報に

ついて、特別委員会（詳細は後述）からの勧告を最大限尊重し、その内容を精査し検討をした結

果、客観的かつ合理的な見地から、それだけでは情報が不十分であると判断した場合、大規模買

付者に対して必要な大規模買付情報が揃うまで、当社取締役会が追加的に指定した情報の提供を

求めます。当社取締役会は、大規模買付者から十分な情報が提供されたと判断した場合には、適

時適切な方法によりその旨の開示を行います。 

 ⅰ 大規模買付者およびそのグループの内容  

  ⅱ 大規模買付行為の目的および内容  

  ⅲ 当社株式の買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け  

ⅳ 大規模買付行為完了後に最終的に経済的利益を得ることを目的として、当該買付資金を

大規模買付者およびそのグループに供給している個人、法人等の概要    

 ⅴ 大規模買付行為完了後に意図する当社の経営方針、事業計画等  

また、当社取締役会は、大規模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供された

大規模買付情報のうち、当社株主の皆様の判断のために必要であると判断したものについては、

適切と判断する時点で、その全部または一部を開示します。  

③当社取締役会による大規模買付情報の検討期間 

次に、当社取締役会は、当該大規模買付行為が当社の企業価値や株主共同の利益に資するもの

か否かを判断するにあたり、特別委員会の勧告を最大限尊重し、当社取締役会としての評価、意

見形成および代替案の立案等を行います。そのためには、当社取締役会が当該大規模買付者から

十分な情報が提供されたと判断した旨を開示した時点から起算して、以下に示すような時間的猶

予（以下、「取締役会評価期間」といいます。）が必要であると考えることから、大規模買付行為

は、当社取締役会の意見公表後、または取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものと

します。 

ⅰ 対価を現金(円貨)のみとする公開買付による当社株式の買付の場合は 60 日間 

ⅱ その他の買付の場合は 90日間 

 

（３）大規模買付行為が為された場合の対応方針  

①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、当社取締役会が、仮に当該大規模買付行為

に反対であったとしても、当該買付提案に対する反対意見の表明、代替案の提示、当社株主の皆

様への説得等を行う可能性はあるものの、当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。

大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案および当該

買付提案に対する当社が提示する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになりま
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す。  

 しかしながら、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、以下のⅰからⅴに掲げた、

大規模買付行為が当社の企業価値または当社株主全体の利益を著しく損なうことが明らかである

と認められる場合で、かつ形式的に該当するだけではなく実質的に以下のⅰからⅴに該当する場

合にのみ対抗措置の発動を行います。なお、具体的な対抗措置については、新株予約権の無償割

当その他法令および当社定款が取締役会の権限として認める対抗策のうち、その時点で相当と認

められるものを選択することとなりますが、新株予約権の無償割当をする場合の概要は別紙２の

とおりとします。 

ⅰ 真に当社の企業経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を吊り上げて高値

で株式を当社または当社関係者に引取らせる目的であると判断された場合    

ⅱ 当社の経営を一時的に支配し当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密

情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社に委譲させるなど、いわゆ

る焦土化経営を行う目的があると判断される場合    

ⅲ 最初の買付で全株式の買付の勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（ある

いは明確にしないで）設定し、買付を行うことにより、株主の皆様に事実上売却を強要す

る結果となっている場合（いわゆる強圧的二段階買収） 

ⅳ 買付の条件（買付等の対価の価額・種類、買付等の時期、買付等の方法の適法性、買付

等および関連する取引の実現可能性、買付等の後の経営方針・事業計画、および買付等の

後における当社の他の株主、従業員、取引先その他の当社に係る利害関係人に対する対応

方針等を含みます）が当社の本源的価値に鑑み、著しく不十分又は不適当な買付である場

合 

ⅴ 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、取引先等との関係または当

社の企業文化を破壊することなどにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す

る重大なおそれをもたらす買付であると判断される場合   

当該大規模買付行為が株主共同の利益または企業価値を損なうか否かの検討および判断につい

ては、その客観性および合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する買付

後における経営方針等を含む大規模買付情報に基づいて、当該大規模買付者および大規模買付行

為の具体的な内容（目的、方法、対象、取得対価の種類・金額等）や当該大規模買付行為が当社

の企業価値および当社株主共同の利益に与える影響を検討し、特別委員会からの勧告を最大限尊

重し、監査役全員の賛同を得たうえで決定することとします。 

②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如

何にかかわらず、当社取締役会は、当社の企業価値および当社の株主共同の利益を守ることを目

的として、特別委員会からの勧告を最大限尊重し、株式分割、新株予約権の発行等、会社法その

他の法律および当社定款が認めるものを行使し、大規模買付行為の開始に対抗する場合がありま

す。具体的にいかなる手段を講じるかについては、当社取締役会が、その時点で最善の対抗措置

と判断したものを選択いたします。  

 例えば、具体的対抗措置として、当社取締役会が一定の基準日現在の当社株主の皆様に対し株

式分割を行うことを選択した場合には、当社株式１株を最大５株に分割する範囲内において分割

比率を決定するものとします。  

 また、具体的対抗措置として、株主割当により新株予約権を発行する場合の概要は別紙２に記
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載のとおりです。なお、実際に新株予約権を発行する場合には、大規模買付者以外の株主に対し

て割当をすること、一定割合以上の当社株券等を保有する特定株主グループに属さないことを行

使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を設けることがあ

ります。 

 

Ⅲ. 具体的取組に対する当社取締役会の判断およびその理由 

１．特別委員会の設置  

大規模買付者が出現した場合、当社は、本方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な

判断がなされることを防止するための独立機関として、特別委員会を設置いたします。  

 特別委員会の委員は３名以上５名以内とし、公正普遍の態度で中立的な判断を可能とするため

に、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役、ならびに

社外有識者（弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者等）の中から選任します。なお、平成 22

年 10 月 28 日時点において、当社では社外取締役を置いておりません。 

本方針が、企業価値・株主共同の利益の確保およびその向上という目的を達成するためには、

客観的かつ合理的な判断を行うことが求められるため、本方針に係る重要な判断（大規模買付者

から提供された大規模買付情報が十分か否かの判断、大規模買付ルールが遵守されている場合に

おける大規模買付行為が当社の企業価値や株主共同の利益に資するものか否かの判断、大規模買

付行為に対する対抗措置の発動の可否の判断、発動する対抗措置の内容の決定、および発動した

対抗措置の中止・撤回の決定など）に際しては、当社取締役会は特別委員会に諮問することとし

ております。特別委員会は諮問を受けた事項について当社取締役会に対して勧告を行い、当社取

締役会は特別委員会の勧告を最大限に尊重するものとします。 

 

２．株主および投資家の皆様に与える影響等  

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社の企業価

値および当社の株主共同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律および当社定款に

より認められている対抗措置をとることがあります。しかし、当該対抗措置の仕組上、当社株主

の皆様（大規模買付ルールに違反した大規模買付者を除きます。）が法律権利または経済的側面に

おいて格別の損失を被るような事態が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的

対抗措置をとることを決定した場合には、法令および証券取引所規則にしたがって、適時適切な

開示を行います。  

対抗措置として考えられるもののうち、株式分割および新株予約権の発行についての当社株主

の皆様に関わる手続については、次のとおりとなります。  

 株式分割を行う場合には、当社株主の皆様にとりまして必要となる手続は特にありません。た

だし、株主名簿への記録未了の当社株主の皆様に関しましては、別途当社取締役会が決定し、公

告する株式分割基準日までに株主名簿への記録を完了していただく必要があります。  

 新株予約権の発行または行使につきましては、新株予約権または新株を取得するために所定の

期間内に一定の金額の払込をしていただく必要があります。かかる手続の詳細につきましては、

実際に新株予約権を発行することになった際に、法令に基づき別途お知らせいたします。ただし、

株主名簿への記録未了の当社株主の皆様に関しましては、新株予約権を取得するためには、別途

当社取締役会が決定し、公告する割当期日までに株主名簿への記録を完了していただく必要があ

ります。 

なお、当社取締役会が対抗措置を発動した場合であっても、(a)大規模買付者が大規模買付行為
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を中止もしくは撤回した場合、または、(b)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実

関係等に変動が生じ、かつ、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上という観点から

発動した対抗措置を維持することが相当でない可能性が生じた場合には、当社取締役会は、発動

した対抗措置を維持することの是非について、特別委員会からの勧告を最大限尊重した上で、発

動した対抗措置の中止または撤回を検討するものとします。 

当社取締役会は、検討の結果、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上という観点

から対抗措置を維持することが相当でないと最終的に判断するにいたった場合には、発動した対

抗措置を中止または撤回するものとします。当社取締役会が、対抗措置の中止または撤回に伴い、

新株予約権の発行の中止または発行した新株予約権の無償取得を行う場合には、１株当たりの株

式の価値の希釈化は生じません。株式１株当たりの価値の希釈化が生じることを前提にして売買

を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性がありますので

ご留意ください。 

 

３．大規模買付ルールの有効期限  

本方針は、当社取締役会において全取締役の賛成により決議されましたが、当該取締役会には、

当社監査役３名全員が出席し、何れの監査役も、本方針の具体的運用が適正に行われることを条

件として、本方針に賛成する旨の意見を述べました。  

 なお、当社取締役会は、企業価値および株主共同の利益の確保・向上の観点から、会社法その

他企業防衛に関わる法改正、司法判断の動向や分析等を踏まえ、今後必要に応じて本方針を変更

し、または新たな対応策等を導入することがあります。  

 本方針は、平成22年１月28日開催の当社取締役会の決議をもって同日より発行することとし、

有効期限は平成 23 年１月開催予定の当社第 20回定時株主総会終結後に最初に開催される当社取

締役会の日までとします。また、同定時株主総会終結後に最初に開催される当社取締役会におい

て、本方針を継続することを決議した場合には、かかる有効期限はさらに翌年度の当社定時株主

総会終結後最初に開催される当社取締役会の日まで延長され、以後も同様の取扱いとします。ま

た、有効期限満了前であっても、本方針は、当社取締役会の決議により廃止または変更されるこ

とがあります。当社取締役会は、本方針を継続、廃止および変更することを決定した場合には、

その旨を速やかにお知らせいたします。 

 

Ⅳ．本方針の合理性および公正性 

当社では、上記の大規模買付ルールおよびそれに伴う対抗措置は、経済産業省および法務省が平

成 17年５月 27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に

関する指針」の定める三原則を充足するものであり、合理性および公正性が認められるものと考え

ております。また、企業価値研究会が平成 20年６月 30日に公表した「近時の諸環境の変化を踏ま

えた買収防衛策の在り方」に示された考え方にも沿った内容になっております。 

①企業価値および株主共同の利益の確保および向上 

本方針は、上記「大規模買付ルールの内容」の項で述べたとおり、大規模買付者に対して事前

に大規模買付情報の提供とそれを判断する時間の確保を求めることによって、大規模買付者の提

案に応じるか否かについて当社株主の皆様の適切な判断を可能とするものであり、究極的には当

社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上を目的とするものです。 
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②事前の開示 

当社は、株主および投資家の皆様ならびに大規模買付者の予見可能性を高め、その適切な判断

に資するべく、本方針を予め開示するものです。 

  ③株主意思の尊重 

本方針は、平成 19年１月 30日開催の当社第 16回定時株主総会において承認を得ております。

また、当社取締役会は、本方針を継続、廃止および変更することを決定した場合には、当社株主

の皆様に対しその旨を速やかにお知らせいたします。 

  ④特別委員会の設置および意見の取得 

当社取締役会は、本方針に係る重要な判断に関して特別委員会の勧告を得た上で本方針の実施

を行います。当社取締役会は特別委員会の勧告を最大限尊重するものといたします。これらによ

り、当社取締役会の恣意的判断が行われる可能性を排除し、また、客観性および合理性がより強

く担保されることとなります。 

⑤デッドハンド型またはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本方針は、前述の「大規模買付ルールの有効期限」に記載のとおり、当社取締役会の決議によ

り、いつでも廃止することができるのであり、デッドハンド型（株主総会で取締役の過半数の交

代が決議された場合においても、なお、廃止または不発動とすることができない買収防衛策）で

はありません。また、当社は取締役の期差任期制を採用しておりませんので、スローハンド型（取

締役会の構成員の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する

買収防衛策）でもありません。 
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別紙 1 

当社株式の保有状況の概要 

 

平成 22 年４月 30 日現在の当社大株主の状況は、以下のとおりです。 

  

  株主名 所有株数（株） 持株比率（％） 

1 川上 陽介 4,107 13.52 

2 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（信託口） 
2,301 7.57 

3 小杉 誠 1,415 4.66 

4 兼松グランクス株式会社 1,050 3.45 

4 株式会社バンダイナムコホールディングス 1,050 3.45 

6 東映アニメーション株式会社 1,017 3.35 

7 株式会社アプリックス 900 2.96 

7 株式会社ドワンゴ 900 2.96 

9 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 
841 2.77 

10 株式会社トムス・エンタテインメント 750 2.47 

10 株式会社サンライズ 750 2.47 
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別紙 2 

株主割当により新株予約権を発行する場合の概要 

 

１．新株予約権割当の対象となる株主およびその発行条件 

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主（ただし、当社取締役

会において大規模買付者と判断する株主を除く。）に対し、その所有株式（ただし、当社の有する

当社普通株式を除く。）１株につき１個の割合で新株予約権を割当てる（以下本方針に基づき割り

当てる新株予約権を「本新株予約権」という。）。 

 

２．本新株予約権の目的となる株式の種類および数 

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的とな

る株式の数は１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行

うものとする。 

 

３．発行する本新株予約権の総数 

本新株予約権の割当総数は、当社取締役会が定める数とする。 

 

４．各本新株予約権の発行価額 

無償とする。 

 

５．各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は１円以上で当社取締役会が定める額とする。 

 

６．本新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

７．本新株予約権の取得 

当社は、本新株予約権の無償割当に際して、当社取締役会が別途定める日をもって本新株予約権

の全部を無償にて取得することができるものとする。また、当社は、本新株予約権の無償割当に際

して当社取締役会が別途定める日をもって、大規模買付者が保有する本新株予約権および当社取締

役会の承認を得ることなく本新株予約権を譲り受けたものが保有する本新株予約権以外の本新株

予約権を、本新株予約権 1個当たり当社取締役会が別途定める数の当社株式をその対価として取得

することができる。ただし、当社取締役会は、本新株予約権の内容として、大規模買付者が保有す

る本新株予約権の対価として現金を交付する旨の取得条項を付することはできないものとする。 

 

８．本新株予約権の行使期間等 

本新株予約権の行使期間、行使条件、取得事由および取得条件その他必要な事項については、当

社取締役会において別途定めるものとする。 

以 上 
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分な場

合、追加情報の提供を要請

取締役会において手続

不遵守を確認

諮問

勧告

し

（別添）
当社の大規模買付行為開始時のフローチャート

議決権割合の20％以上を取得しようとする大規模買付者の出現

大規模買付ルールが遵守される場合 大規模買付ルールが遵守されない場合

大規模買付者から意向表明書を受領

大
規
模
買
付
者
が
左
記
の
手
続
を
遵
守
し
な
い
場
合

5営業日以内

大規模買付者に大規模買付情報リストを
交付し、大規模買付情報の提出を要請

特
別
委
員
会

取締役会において、大規模買付
者から十分な大規模買付情報が

提供されているかを検討

提供された情報が不十

取締役会において、十分な大規模
買付情報が提供されたと判断

取締役会において、大規模買付情報の評
価・意見形成、代替案の立案等を検討

十分な大規模買付情報が提供されたと判断した旨
を開示した時点から60日または90日以内

対抗措置を発動するかどうかについて、取締役会決議
（発動する場合は対抗措置の具体的内容を決定）

※取締役会は、特別委員会
  の勧告を最大限尊重します。

対抗措置の発動
（新株予約権の無償割当等）

対抗措置の不発動
(買収提案への意見表明、代替案の

提示等)

ただし、取締役会の判断により対抗措置
の発動を中止・撤回する場合があります。

大規模買付行為の開始
（株主の皆様によるご判断）

※ 本フローチャートは、当社の大規模買付ルールに対するご理解を容易にすること
を目的とした参考資料であり、詳細については本文をご参照ください。

提供された情報が不十分な場

合、追加情報の提供を要請

取締役会において手続

不遵守を確認

諮問

諮問

諮問

勧告

勧告

勧告
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